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1．緒言 

 鉄鋼製造における熱間圧延工程では，圧延後の鋼板をいかに冷却するかが，最終製品の

組織形態，機械的特性，および板厚方向・面内方向の品質均一性を大きく左右する。特に

高温状態にある鋼板を水冷する過程では，鋼板表面に形成される蒸気膜の生成・崩壊を伴

う複雑な沸騰現象が生じ，冷却速度は時間とともに大きく変化する。この冷却様式は一般

に，蒸気膜により固液接触が遮断された膜沸騰状態から，蒸気膜が不安定化する遷移沸騰

を経て，活発な核沸騰へと移行することが知られている。冷却速度が急激に変化するこの

転換点はクエンチ点と呼ばれ，鋼板冷却プロセスの制御において重要な指標となっている。 

 実際の熱延鋼板表面には，高温酸化により酸化スケール（酸化膜）が形成される。酸化

スケールは鋼材に比べて熱伝導率が一桁以上低く，鋼板表面における熱抵抗層として作用

する[1,2]。その結果，鋼板と冷却水との熱移動が抑制され，クエンチ開始温度が高温側へ移

動し，冷却完了までの時間が短縮されることが報告されている[3,4]。このように，表面状態

は鋼板の冷却に大きな影響を及ぼすにもかかわらず，その影響を定量的かつ機構論的に理

解することは依然として困難である。 

 これまで，浸漬冷却やクエンチ現象に関する研究は数多く行われてきた。特に，金属球

や細径試料を用いた実験では，試料内部の温度が一様であると仮定できる集中熱容量モデ

ルが広く用いられてきた。このモデルでは，試料内部の代表温度履歴から表面の熱伝達特

性を比較的容易に評価することが可能であり，膜沸騰領域におけるマクロな冷却過程や，

酸化膜の有無によるクエンチ点の変化といった定性的傾向については一定の理解が得られ

ている[5–10]。一方で，クエンチ点近傍において生じる数ミリ秒スケールの急激な表面温度

変動や，局所的な固液接触の発生・消失といった非定常かつ空間的に不均一な現象につい

ては，十分な解明に至っていない。 

 集中熱容量モデルを適用した従来の評価手法では，冷却速度が極めて大きいクエンチ過

程において，試料内部に形成される温度勾配を考慮することができない。そのため，表面

の熱伝達現象と試料内部の熱伝導現象がどのように相互作用し，冷却の律速機構がどの段

階でどのように変化するのかといった点については，依然として不明確な部分が多い。特

に，表面に存在する熱抵抗層が，クエンチ時の表面温度，熱流束，および内部温度分布に

どのような影響を及ぼすのかという機構論的理解は十分とは言えない。 

 以上の背景から，本研究では，これまで固体の代表温度履歴としてマクロに捉えられて

きたクエンチ現象を固体表面での熱移動と内部熱伝導の相互作用という観点から再定義す
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ることを目的とする。そのために，本研究では，あえて集中熱容量モデルが成立しない条

件を採用し，試料内部に無視できない温度勾配が形成される系を対象とする。これにより，

冷却過程における律速機構の変化を表面温度と内部温度の時間応答の違いとして直接捉え

ることを試みる。 

 本報告では，上記目的を達成するための第一段階として，鋼および酸化スケール系を模

擬する基礎実験として，物性が安定したアルミニウム試料を用いた液体窒素浸漬冷却実験

を行う。まず，非集中熱容量条件下における冷却機構を明らかにし，クエンチ前後での表

面熱伝達と内部熱伝導の役割の変化を実験的に検証する。これにより，今後，表面改質や

酸化膜付与による冷却制御を議論するための基礎的な参照系を確立することを目的とする。 

 

2．試料設計と非集中熱容量条件の検討 

2.1 集中熱容量モデルとビオ数 

 固体の冷却過程を解析する際，試料内部の温度分布を無視し，内部温度が一様であると

仮定する集中熱容量モデルが広く用いられてきた。この近似は，表面での熱移動に比べて

固体内部の熱伝導が十分に速い場合に成立し，その適用条件はビオ数(Bi = hL /k, h: 表面

熱伝達係数，L: 代表長さ，k: 熱伝導率)が 0.1 未満であることが一般的な目安とされてい

る。一方，ビオ数が 0.1 を超える条件では，冷却中に固体内部に無視できない温度勾配が

形成され，表面温度と内部温度の時間応答が一致しなくなる。このような条件下では，集

中熱容量モデルに基づく代表温度のみの解析は適用できず，表面での熱移動と内部熱伝導

を分離して評価する必要がある。本研究では，クエンチ現象を表面伝熱と内部熱伝導の相

互作用として捉え直すことを目的としている。そのため，あえて集中熱容量モデルが成立

しない非集中熱容量条件（Bi ≳ 0.1）を満たす試料設計を行った。 

 

2.2 試料サイズ選定の考え方 

 非集中熱容量条件を満たすためには，冷却中に試料内部に有意な温度勾配が形成される

必要がある。そのためには，材料物性が一定である場合，代表長さすなわち試料寸法を適

切に大きく設定することが有効である。本研究では，表面温度が流体との熱移動を反映し，

内部温度が材料の熱拡散特性を反映するような温度応答を得ることを意図し，円柱形状の

試料を対象としてサイズ検討を行った。また，試料内部の複数位置に熱電対を配置し，半

径方向の温度分布を時間的に追跡することを前提とした設計とした。これにより，冷却過

程において，表面近傍と中心部の温度応答の差を直接比較できるようにしている。 

 

2.3 既報データに基づく表面熱伝達係数の評価 

 試料寸法を定量的に決定するため，アルミニウム円柱を液体窒素中で浸漬冷却した既報

の実験結果[11]を基に，表面熱伝達係数の評価を行った。Yamato ら[11]が報告している冷却

曲線に対して，集中熱容量モデルを仮定し，試料温度履歴から以下の関係式を用いると表
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面熱伝達係数(h)が求められる[12]。 

 ℎ ൌ െ𝜌𝐶𝑉𝐴 1𝑡 𝑙𝑛 𝑇ሺ𝑡ሻ െ 𝑇௦𝑇଴ െ 𝑇௦  
(1) 

 

ここで，ρは密度，C は比熱，V は体積，A は表面積，t は時間，T (t )はある時間 t におけ

る温度，Ts は表面温度および T0 は初期温度を示している。式(1)は集中熱容量モデルを仮

定したものであり，本研究では主としてビオ数評価のための参考値として用いた。上式に

基づいて算出した表面熱伝達係数では，直径 5～20 mm の円柱試料においては，クエンチ

点以上の温度域では試料径による顕著な差は認められないことが確認された。一方，クエ

ンチ後の低温域においては，試料径が大きいほど見掛けの熱伝達係数が増加する傾向が見

られた。 

 

2.4 ビオ数による試料径の決定 

 前節で得られた表面熱伝達係数を用いて，ビオ数を算出した[13]。その結果を Fig. 1 に示

す。円柱直径の増加に伴いビオ数は増加し，直径 20 mm 以上の試料では，クエンチ後の

冷却過程においてビオ数が 0.1 を超えることが確認された。この結果より，直径 20 mm 以

上の円柱試料を用いることで，集中熱容量モデルが成立しない条件を実現できることが分

かった。本研究では，非集中熱容量条件を十分に満たすとともに，複数点での温度計測を

安定して行うための空間的余裕を考慮し，最終的な試料寸法として直径 40 mm の円柱を

採用した。 

 

Fig. 1 Calculated Biot numbers as functions of diameter of sample   
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2.5 非集中熱容量条件を採用する意義 

 本研究で非集中熱容量条件を採用することにより，以下の点が可能となる。 

・冷却過程において，表面での熱伝達と試料内部の熱伝導のどちらが熱移動の律速段階と

なっているかを，表面温度と内部温度の時間応答の差として判別できる。 

・表面温度の急激な変化に対する内部温度の遅れを観測することで，クエンチを含む沸騰

遷移過程を時間的・空間的な温度場として捉えることが可能となる。 

・試料内部の複数点温度履歴を用いることで，熱伝導方程式に基づく逆解析を適用し，時

間および温度に依存する表面熱伝達特性を推定できる可能性がある。 

 

3．実験 

3.1 試料 

 本研究では，試料としてアルミニウム合金 A5056B を用いた。Fig. 2 に試料の概略図を

示す。試料形状は円柱とし，直径 40 mm，長さ 50 mm とした。これは，前章で検討した

非集中熱容量条件を十分に満たすとともに，試料内部に複数の温度測定点を設けるための

空間的余裕を確保するためである。 

 

 

Fig. 2 Schematic diagram sample used in this study 

 

 試料内部の温度測定には，T 型シース熱電対（外径 1.0 mm）を 4 本用いた。熱電対は

円柱の半径方向に沿って縦に配置した。中央(0 mm)を基準として，上方向に 18.5 mm，下

方向に 10 mm および 18.5 mm の位置に熱電対を挿入した。これにより，表面近傍から中

心付近までの温度変化を時間的に追跡できる構成とした。熱電対は，ドータイトを介して

固定した。キャップには銅製チューブをろう付けし，チューブ内部を通して熱電対を外部

へ導出した。これにより，冷却中における熱電対の位置ずれや，冷媒との直接接触による

測定誤差を抑制した。 

 

3.2 実験方法 

 実験装置の概略図を Fig. 3 に示す。冷媒には，大気圧下における飽和液体窒素（沸点
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−195.8 ℃）を用いた。液体窒素は，ガラスおよびアクリルからなる二重構造のデュワー瓶

（外径 210 mm，内径 150 mm）に保持した。沸騰冷却に伴う気泡の生成を観察するため，

高速度カメラを用いて沸騰状態の可視化を行った。撮影には最大 5000 fps の撮影が可能な

高速度カメラを用い，バックライトとして LED 光源を配置するとともに，試料正面から

補助光を照射した。これにより，試料表面近傍で生じる気泡を明瞭に観察できる条件を整

えた。温度計測系については，熱電対出力をデータロガーにより取得し，試料内部温度の

時間変化を同時に記録した。温度計測のサンプリング間隔は 20 ms とした。 

 
Fig. 3 Schematic diagram for the measurement system 

 

3.3 実験手順 

 実験は，以下の手順で実施した。まず，試料を室温状態で所定の治具に固定し，熱電対

および計測系が正常に動作していることを確認した。その後，試料を液体窒素中へ静かに

浸漬し，試料全体が完全に液体窒素に浸かるように固定した。浸漬後，試料内部の温度変

化を熱電対により連続的に測定するとともに，高速度カメラによる沸騰状態の撮影を行っ

た。温度測定は，試料温度が液体窒素の飽和温度付近に達するまで継続した。 

 

4．実験結果と考察 

4.1 試料内部の温度履歴とクエンチ点の確認 

 Fig. 4 にアルミニウム円柱試料を液体窒素中に浸漬した際の，各測定位置における温度

の時間変化を示す。試料を浸漬した直後から温度は緩やかに低下し，その後，ある時刻に

おいて急激な温度低下が観測された。本研究では，この急冷開始点をクエンチ点とした。

クエンチ点に至るまでの温度低下は比較的緩慢であり，試料内部の各測定位置における温

度差は小さい。一方，クエンチ点以降では，測定位置によって温度低下の開始時刻や低下

速度に差が生じていることが分かる。このことは，冷却過程の途中で，試料内部に無視で

きない温度勾配が形成されていることを示している。 



 
－ 20 － 

 
Fig. 4 (a) Cooling curve for measured in this study and (b) temperature changes in 

the time range between 230 s and 245 s in (a) 

 

4.2 クエンチ近傍における温度差の時間変化 

 Fig.5 に，試料内部の異なる位置間における温度差の時間変化を示す。表面近傍（−18.5 

mm）と内部（−10 mm）の温度差(T(-10mm) – T(-18.5 mm))は，クエンチ点付近において

一時的に大きくなり，その後短時間で再び小さくなる傾向を示した。一方，内部（−10 mm）

と中心部の温度差(T(0 mm) – T(-10 mm))は，クエンチ点以降も一定の値を保っている。こ

れらの結果から，クエンチ点付近では，表面近傍の温度低下が内部に先行して進行してい

ることが分かる。すなわち，冷却の進行に伴い，表面と内部の熱応答に時間的なずれが生

じ，内部熱伝導の寄与が顕在化していることが示唆される。また，試料上部において温度

低下が先行して観測された点については，沸騰によって生成された気泡が上方へ集積しや

すく，蒸気膜の崩壊が局所的に促進されたためと考えられる。 

 

 
Fig. 5 Variation in temperature difference between different locations 

within the sample 

   



 
－ 21 － 

4.3 表面温度および熱流束の推定 

 試料内部に形成される温度分布を定量的に評価するため，本研究では，半径方向の温度

分布を時間依存の 2 次関数として近似した。すなわち，温度 T を半径 r の関数として， 

 

T (r, t) = A(t)+B(t)r2 (2) 

 

と表し，内部 2 点（−18.5 mm および−10 mm）の温度データから係数 A(t)および B(t)を

求めた。得られた係数に対して移動平均処理を施すことで時間変動を平滑化し，表面位置

（−20 mm）における温度を算出した。この表面温度勾配からフーリエの法則を用いて表

面熱流束を算出し，さらに液体窒素の飽和温度との差を用いて見掛けの表面熱伝達係数を

評価した。 

 

4.4 表面熱伝達係数とビオ数の時間変化 

 Fig. 6 に，算出した表面熱伝達係数の時間変化を示す。クエンチ点以前では，表面熱伝

達係数は比較的小さな値を示しており，冷却は主として表面での熱移動によって制限され

ていると考えられる。一方，クエンチ点を境に，表面熱伝達係数は急激に増加し，その後

も大きな値を示した。 

 

 

Fig. 6 Change of heat transfer coefficient 

 

 この表面熱伝達係数を用いて算出したビオ数の時間変化を Fig. 7 に示す[13]。クエンチ点

以前では，ビオ数は 0.1 未満であり，集中熱容量モデルが成立する条件に近い状態であっ

たことが分かる。しかし，クエンチ点以降では，ビオ数は急激に増加し，最大で 10 程度の

値を示した。この結果は，クエンチ点を境として，冷却過程の律速機構が変化しているこ

とを明確に示している。すなわち，クエンチ点以前の膜沸騰状態では，冷却は主として表
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面での熱伝達によって支配されているのに対し，クエンチ点以降では，試料内部の温度勾

配が顕在化し，内部熱伝導が冷却を制限する主要因となっている。なお，クエンチ後の低

温域において表面熱伝達係数が非常に大きな値を示す点については，試料と冷媒との温度

差が小さくなることで，見掛け上，熱流束が過大に評価される影響を含んでいるためであ

る。 

 

 

Fig. 7 Change in Biot number 

 

4.5 律速機構の転換としてのクエンチ現象 

 以上の結果より，本研究で観測されたクエンチ点は，単なる温度低下の開始点ではなく，

冷却過程における律速機構が「表面熱伝達支配」から「内部熱伝導支配」へと切り替わる

転換点として解釈できる。このように，非集中熱容量条件下で表面温度と内部温度を同時

に評価することで，クエンチ現象を熱移動機構の変化として明確に捉えることが可能とな

った。本結果は，今後，表面改質や酸化膜付与による冷却制御を検討する際の基礎的な指

標を与えるものと考えられる。 

 

5．結言 

 本研究では，浸漬冷却過程におけるクエンチ現象を，固体表面での熱移動と内部熱伝導

の相互作用として捉え直すことを目的とし，非集中熱容量条件下での冷却実験を行った。

基礎検討として，アルミニウム合金円柱試料を用いた液体窒素浸漬冷却実験を実施し，表

面および内部の温度変化を同時に評価した。 

 試料設計では，ビオ数に基づく検討から，冷却中に試料内部に有意な温度勾配が形成さ

れる条件を満たす寸法として直径 40 mm の円柱試料を採用した。実験の結果，クエンチ

点以前では冷却が主として表面熱伝達によって制限されているのに対し，クエンチ点以降

では内部の温度勾配が顕在化し，内部熱伝導が冷却を制限する主要因となることが示され

た。表面熱伝達係数およびビオ数の評価から，クエンチ点を境として冷却過程の律速機構
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が転換していることを定量的に確認した。 

 以上より，クエンチ現象は単なる急冷開始点ではなく，冷却の律速機構が切り替わる転

換点として解釈できることを明らかにした。本研究で用いた非集中熱容量条件下での評価

手法は，今後，酸化膜付与試料における冷却制御機構の解明に有効であると考えられる。 
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